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SocialStratiiicationandPolitialLeadersatCommunityLevel

＝一一 ー－マＦ一一~一

１．問題意識

社会発展の過程に於て，常につきまとう重要な問題と

して，社会に於ける階級的事実の存在がある。これは，

社会的富の分布の不均衡性を意味している。さらに強調

されねばならないのは，絶対的な不均衡の承ならず相対

的不均衡の問題である。産業社会の出現と工業化，人口

増加と移動等を踏まえて，社会の多機能的発展，分化，

専業化がもたらされ，社会構造に於ける位階制が進展し

強められずには，置かれなくなって来ている'。

しかしながら，この社会的不均衡は，個人の能力の分

布に適応した報応が社会的に与えられていないという点

からの象生ずるのではない。能力それ自体も，生得的側

面よりも習得的側面が，兄過されてはならないから，個

人に於ける習得的な能力を支える社会的諸条件が重要な

手がかりを与えていると考えられる事からして，問題と

なるのは，社会の位階制をめぐって，社会的富を獲得す

る機会への開放性であり，一般的には，社会的地位及び

権力をめぐる開放性と封鎖性を意味している。それはさ

らに，教育，職業，家族，所得，生活騨境等を媒介とし

て引起される社会的移動の流動性に起因している。しか

｣Ｉ夕

地域社会に於ける政治的リーダーの階層的特質（１）

４．

２．従来の研究動向との関連

社会的不平等によってもたらされた階級的事実につい

てマルクスは，物理的生存条件の達成を果す収入源泉の

形態的分類によって，賃労働者・資本家．及び土地所有

者を資本制的生産様式に基づく近代的社会の三大階級と

考え，生産手段の所有非所有を契機とする生産手段の集

積過程に於ける分解を通じてなされる，労働者階級の窮

乏化がもたらされ，生産手段をめぐって対立し抗争する

二大階級が生れる')。又中間階級の存在を過渡的段階と

してとらえ生産手段の分離過程にそって相対的に没落し

又，させられるものと考えた事は余りにも有名だが，彼

に於てとらえられた階級対立をもたらす社会的条件が今

Ｒ全く有用でないとは言えないにしても，産業化の進展

によって新たな条件が生染出された事も事実であろう。

しかしながらマルクスに於て用しられた方法論の承が重

吉 井継太郎
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問題意識

従来の研究動向との関連

事例研究

(1)政治的リーダーの教育と職業階層に承る社会

的移動

(2)権力構造にふる政治的リーダーの社会的条件

結びにかえて

註．

しながら，従来の研究では，主として社会的移動によっ

てもたらされた社会的地位・権力を支えていた諸条件に

分析のメスがあてられて来たが，本論では，獲得された

社会的地位・権力によっていかなる反作用がもたらされ

うるか，という両者の動態的関係に言及しようとしてい

る。換言すると，盤得された社会的地位・権力の榊造的

特質を明らかにした上で，それが，再び社会的移動をも

たらす要因として,何が保持され再生産されていくかを，

すでに明らかにされた移動を促した諸条件といかに結び

つくかと1,,う分析過程で問題にしたし､。

次に本論に於て提起された問題意識の導き出された，

従来の研究動向との理論的関連について概略的に触れて

おきたい。
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要視されるべきだと考える事も出来ない。むしろ，彼に

よって明らかにされた階級的事実を彼以後の学者達によ

って少く共分析上に於ては複雑な迷路に誘い込んだと考

えられる点もある。例えばルカーチは，階級意識が階級

闘争の中で果す役割を強洲しすぎたし2)，アルプヴァク

スは社会階級の多面性と多機能性を指摘しながらも，階

級意識と階級帰属意識とを混同する事によって，階級意

識そのものも，明確な分析概念とはなさなかった3》・階

級意識が階級構造分析に有用であるのは，社会の階級的

構造に於ける階級的事実のあらわれ方のメルクマールを

してとらえられるという点であろう。ウェーバーは，一

定のチャンスの独占を可能にする社会的条件を没価値的

に重要視して4〕，階級と階級的，状態（Klassenlage）

とを区別した。産業社会の出現によってもたらされた社

会階層化の進展をとらえた事に陸目すべきだろう。シュ

ムペーターは，階級構造そのものを動態的にとらえる。

社会的機能によって位置づけられる社会的地位の獲得を

めぐって，社会に於ける所与の機能に対する個人の適性

の差によって，それがもたらされるとしたが5〕，社会的

機能を生承出す社会的条件の中で，それ自身が規定され

るという前提に立って成り立つものと言わねばならない

だろう。産業社会の進展に伴ってそれを契機として階層

化がもたらされたが，ガイガーは，新しい局面を迎えた

社会に於ける中間層の実態をとらえ，経済的現実の要因

が階級構造を規定し，階級構造は，政治的上部構造にと

っては，その時盈の権力状態によって決定され，又その

社会関係は連鎖するものである事を指摘したが6)，マル

クスの予想に反して，旧中間層に代って，新中間層が拾

頭して来たのは,パーナムが注目したように7）「経営者」

という事実的集団が，支配階層としての機能を果す点を

分析して，新たに支配階層に登場する経営者層を産業社

会の新段階に於ける社会的要素としてとらえ，又それと

の関連に於て新中間層が問題とされるに至った。その点

から，土地・資本・労働・に加えて，経営者が第４の要

素として，産業社会の担い手として登場して来る8)。こ

こで問題になるのは,階級的状態が作り出される条件が，

変動する産業社会そのものの中に規定されて来るという

事である。産業化を，複合的諸階層に於ける社会的地位

・権力の所有をめぐる葛藤が新たに問題となる。換言す

れば，新たに登場して来る支配階層がいかなる型で作り

出されていくかを問題としなければならない。この点で

没落する旧中間層に代って拾頭する新中間層は，支配階

級を生み出す社会的基盤となるのであろうか，又は相対

的に没落する階層として新たな階層分解の過程に組入れ

－ － －
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られて行くものであろうか。産業社会の進展に伴っても

たらされる階級的状態は社会的地位・権力の獲得を可能

にする機会に対する封鎖性によってもたらされる。ミル

ズは，新中間層は，生産手段から遊離しており，労働力

の資本制化の点では.プロレタリア化してはいるが,心理

や意識の面では区別されかえって権力階層に屈従して行

くパースナリティをもつものと考え，これを踏まえなが

らも、新らしい支配階級への上向移動が封鎖性を帯びて

来ている事を論証した9）。しかしながらミルズの分析に

於ては，支配階層の規定を権力エリート層におきかえる

事によって，一般的な封鎖性の分析を出る事が不可能で

あった。その結果として，権力エリート層としてとらえ

られた，経済･政治･軍事という制度的秩に見る階層を諸

社会階層の支配階層とし，権力構造の中序間層及び下層

を孤立化し無力化した存在として，とらえられる大衆社

会として一般的に規定する事が問題となる。ソロキンに

於ても権力構造に於ける支配階級の実証的研究に於て，

階級に於ける封鎖的性格と並んで，その社会的価値及び

モラルの低下がもたらされている事から階層移動に於け

る開放性への提言がなされた'0〕・パーソンズは，ミルズ

の制度的秩序の設定に関して，社会体制の中での構造的

統合の欠陥を挙げ,機能的分析単位の設定を強調した'１》･

ウェーバーからの系譜の上に立ってミルズの用いた分析

用具としてのゼローサム概念は，「エリート」対「ノン・

エソート」あるいは「マス」という二分された階層を問

題とするが，絶えざる階層分化の進展は，権力の集積集

中過程に於て，社会的地位・権力をめぐる移動の多様性

を見過してはならない。この点から，新たな社会的不平

等は，社会的移動を通じる解放性・封鎖性によって分析

が進められるようになった。ターレンドルフは産業社会

の権力構造に於ける階級闘争を問題にして，権力の集積

集中と両極分解過程を分析したが'2)，彼に於ては，マル

クスの方法論を権力構造に慨きかえた二分法を理論的枠

組として用いている。Ｇ，コルコは，ホワイトカラー労

働者の数的増大とその経済的地位の低下の進行を挙げ相

対的格差と社会的不平等の絶えざる再生産が社会経済的

構造によりもたらされる過程を重要視した'3)。又ロック

ウッドに於ては，階級と階級意識とのずれを市場状況・

労働状況・身分状況によって分析し'４)，グラントは，中

間階級の上層部及び専門的職業従事者の社会的地位と獲

得される報応との離反によってもたらされる階層分解に

よってより少数のエリートと，相対的に退却せしめられ

る階層との格差の拡大を指摘した'‘)。以上の考察を現代

の社会現象の中で具体化すると，産業社会に於ける社会

画，



的不均衡は社会階層に於ける社会的移動の開放性・封

鎖性によって引起される事が明らかとなる。社会移動分

析を明らかにしたソロキンは，個人的社会的価値のある

社会的位置の変化を考え，垂'''１:的移勤と水平的移動に分

類し，上昇と下降の２つの方向を提示した'6)。諸社会階

層をめぐって社会移動がもたらされるのだが，社会階層

の指標としては，教育・職業所得・椎力・生活水準・生

活文化・住居・地域・宗教等が挙げられる。産業社会の

推進者としての経営者を取り上げる時，手がかりになる

主な指標は，教育・職業・権力である。工業化の担い手

を国際比較したハーピソン等の研究'7､では，権力及び職

業が主として問題にされる。一方産業の高度化された段

階に於ては，社会経済的発展に対して教育の問題が強く

作用して来ており'8)，そういった条件のもとで，教育・

職業を指標として移動を取り上げ，支配階級への移動過

程を分析する傾向が一般的になって来たが．ターナーは

社会移動の概念として，移動の質的側面から，庇護移動

と競争移動を挙げて，リントンの提示した,「出自に基づ

く地位」（ascrivedstatus）と「業績の結果としての

地位」（achievedstatus）とし､う，社会的地位に関する

分類の系譜に立って動態的側而を分析した'９)。カールに

於ては，知能の分布が父親の職業階胴での位階制に順じ

ないにも拘らず，教育を得る段階では，父親の職業階層

での位階制にかなり密着したものが見られる点を強調し

て上向移動の封鎖性を問題にした20)。ベンディクスに於

ても教育及び職業階層にふる世代間の社会移動の封鎖性

に注目した。青沼教授は同様に教育を手がかりとして，

日本の経営層に於ける社会的移動が、’'１層から上層への

移動の開放性がもたらされたがその移動が，社会的地

位の名目的位置づけのみに機能的に作用しつつある事を

指摘して，質的側面から人的資源の開発が枯渇する事を

問題にしている22)。この分析は，新堀に於ても展開され

ている23)。以上見て来たように社会移動分析の一方法と

して，上層への移動を契機としてとらえる場合，支配階

層そのものの規定が問題になるが．これを地域研究の中

で取り上げる場合には，対象との関連からして諸社会階

層をめぐって問題が提起される愚リンドに於ては''Ｉ部都

市に於ける人々の生活榊造が特に外部的にもたらされた

急激な産業変動によって引起される都市化に対応して，

生活パターンの変化と適応過程を分析したが24)，そこか

ら導き出される階層分解と移動との関係が明らかにされ

なかった。ウォーナーは．権力構造の分析方法として，

E・Ｐ．（evaluatedparticipation）法を，階層分析には

I,S､Ｃ，（indexofstatuscharacteristic）をとり．職業

地域社会に於ける政治的リーダーの階層的特質 4５
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・収入源・家屋形式・居住地域・を指標としたが，地域

住民の生活体系に於ける分析をこえて，一般化の過程で

妥当性を持たなかった26)。権力構造分析については秋元

が，権力構造と支配階〃1の，地域社会に於ける関係を産

業化と結びつけているが26)，椛力桃造の背後にある社会

構造特に社会階屑との関係がＩＪｌらかにされていない。さ

らに権力構造それ自体の動態的把握に欠けている。果し

て産業化を迎える社会が一方的にこれに適応して行くの

であろうか。すでに存続していた社会に於ける階層的構

造との連続性が見られないものかどうかは問題とされよ

う。我灸は，社会的地位・権力の得られる社会構造での

メカニズムに注目しながらもそれがもたらす動態的側面

を重要視しなければならない。

一

３．事例研究

この事例研究に然ては，権力榊造への参加の過程を分

析しさらに権力榊造への参加によって与えられる社会

的影響とその機能的分析を，社会的諸開発及び変動にさ

らされつつある伝統的社会，階＃1分解の促進がなされつ

つある地域を選んで、実証的に研究を進められるべく準

備されていたが，かような視点に立って神奈川県三浦市

に於てなされた調査に韮づいて報併されている。

三浦市は,地理的には,三崎町をｒＩＩ心として葉山町,横

須賀市を結ぶ三浦半島南部一補に広がっており，漁業を
ば つ せ

中心とする三崎Ⅲ].と農業住宅地域の初声，農業住宅地及

び漁業の南下浦地区を含んでおり，人口は各々，29,557,

4,717,8,327人であり総人口42,601人である。交通の

面からみると，三崎町から長井を経て葉山逗子に至る国
ひきはし

道と三浦市のほぼ中心に当る農村地帯の引橋力､ら東にそ

れて，南下浦地区を通って，久里浜横須賀に至る国道が

中心で，海蝕台地としての三浦丘陵を岩堂山を中心とす

る高台にはばまれて，三崎町は他の地区と地理的に孤立

されている。三浦市に乗入れている私鉄は，南下浦地区

まで延長されたが，これは同地区の海水浴地としての開

発によるもので，三崎町までの延長は今の所考えられな

い。叉昭和３５年の産業別従業者数でみると，館１次産

業53.1％のうち漁業が32.0％で昭和２５年のそれと比

較すると、１０％根珊加しているのに比べ27)，農業のそれ

は，農家人ｎの実数で１８％減少しており，経営耕地面

積は昭和３５年からの５年間で，逐次住宅地化されて行

き8.2％の減少が見られる。漁業経営体数を見ると，三

崎町が，実数で６３％を占め漁業の町としての性格を

強めているのに対し，初声，南下浦地区は，宅地化及び，

観光地化に乗って，そのかつての地域的特性に変化がみ
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られ，人口数で三浦市の７０％を占める三崎町は，経済

的にも社会的にも陸の孤島としての性格を示している。

このような条件を背景にしながら支配階級の分析を意

図したが，政治集団への参加が，経済的リーダー及び権

力リーダーの両面に，関連している事が予備調査の段階

でわかったので，第１に現市会議員の調査から，権力構

造への参加過程を，階層的に分析し，教育及び職業を指

標とする社会移動を踏まえて，地域社会に於ける階層分

化が，その社会的条件によって権力支配階級への条件と

いかに結びつくかを分析する。

次に，権力構造分析を通して，政治集団への参加によ

って引起される社会的作用を地域構造特質とからませて

分析し，政治集団の権力の機能的側面から，さらにその

背景となる社会的条件との相互作用を分析し，二重の作

業によって，権力支配階級の社会的条件を導き出そうと

している。又，本論に於ける権力構造の分析方法は，こ

こで対象とされる地域の地理的条件,人口規模,市会議員

数等を考慮に入れて，相互選択声価法によって，権力構

造内部での層化を試みる。しかし同時に，声価法によっ

てもたらされる権力分布の判定上に於ける規準の不明確

さを補う為に判定規準が示されている。さらにその規準

に従って，判定が行われる場合に，順位付けを行う事に

し，全部を解答する事が困難な場合には，打切り，ウェ

イトづけの段階では，該当数分の承上位からウェイト付

けを試みてある。叉層化の段階で起る，方向付けが政治

集団自体に於ける，ヒェラルヒーの構成の承をもたらす

危険を取除く為に，選挙に於ける得票数との関連及び，

当該者自身の自己評価法による，反作用等の程度を，考

慮に入れて，分析が進められる。さらに，政治集団を構

造的に支えている，政治権力者の分析が，市会議員以外

で市制に力のある者としてとり上げられる。本来政治学

的な接近を試みるならば，以上の２つを含めて，権力構

造の実態が分析されねばならない訳だが本論では，政治

的エリートを，市会議員とその後援者に限定しており，

社会移動をうながす諸要因の分析に当って，相対的な関

連をもつもののみとり上げられる。

調査は現市会議員に対する質問紙法によるインタビュ

ーと，情報通による補足的インタビューとからなってい

る。

(1)政治的リーダーの教育と職業階層にみる社会的移動

三浦市議会員の社会移動をメスとした分析のうち本節

では，三代に渉る推移のうち，教育及び職業を指標とし

て，社会階層をとらえ，さらに社会的移動には含まれな

いが地域移動を，世代間の時間的縦割りにそって，加

第７号１９６６

味して，用いながら分析して行く。

現在の三浦市，市制施行後三期の市議会議員の平均年

令は５１才であり，最年少３０才の者から始まって７０才

までの全議員の分布のうち３０才台が５名，４０才台が

４名，５０才台が８名，６０才台が６名，７０才台が１名

となっている。

さて市議員の祖父の世代から分析する訳だが，三崎町

に小学校が設立されたのが明治５年で28)，学歴上の問題

はこの時期には重大な要素とは考えられない。教育の点

ではわずかに２代目の中で１名，三崎に中学がその時ま

でには設立されていなかった関係で，東京で旧制中学を

卒業した者がおるのみで，三代に至ってその移動が問題

になって来るのである。次に職業を指標にとって分析す

る。まず祖父母の時代はその就業年代まで測ると，明

治末期から大正初期にかけてであり，明治３６年漁業法

による法人の漁業組合が設立されたが雪9〕，旧三崎町の，

漁業経営に於ける成長期は大正４年頃よりの発動機導入

をふまえて，大正６年三崎町発動機船組合の設立をふて

より後の時期に属する30〕。この世代に於ては》純漁業従

事者は，２６％で農業も兼業しておった者３３％を含めて

漁業関係とすると全体の60％を占め，他は農業20％自

営業主２０％となっており，漁業の形態的区分からする

ならば，専業化が未分化であったと考えられる。次の世

代である父親について見るならば,漁業関係者は８０％に

達しており，兼業の者は，その内％にしかならない。

職業階層上で移動の見られないものは農業及び自営業

主グループである。この世代の位置する時代は昭和の初

期から１０年台に属しており，漁業従事者の占有率の高

さからして旧三崎町に於ける漁業の実態をみるとこの

時期に於ては大正初期からみられた沿岸漁業の動力船化

の飛躍的発展の行きづまりで休漁する舟が出る反面，遠

洋漁業の発展が見られた。一代目との比較を試みてみる

と，大正15年に於て，総漁船数722のうち発動機船は，

23％を占めていたのに対して３１〕，昭和12年に於ては純

漁業の漁船数２１９のうち，和船は３０％を占めている。

しかし半農半漁のものについては，２７７の漁船数に対し

て，動力船は一割にも満たない。漁家数で比較すると，

大正15年に945であったが昭和12年には1,061となっ

ている。一般的に言うと漁家数の増大が余り見られない

が，純漁業の比率が40％から７５％へと変化しており，

動力船化もかなり進展した事がうかがえる。漁業の専業

化が強く作用したと考えられる。さて，漁業関係者の一

代目と二代目の職業移動をとって見ると：兼業の多かっ

た一代目と比較して二代目には兼業から純漁業へ移動
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した者２名，農業に移った者１名、移動のない者２名，

漁業のまま移動のない者３名，農業より漁業へ１名，新

たに漁業を始めた者３名であり，漁業から農業への移動

は１名もない。従って，兼業も含めて，漁業から漁業へ

と移動した者は６６％を占め，さらに新たに漁業を始め

た者及び農業より砿じた者を含めて，この時期に漁業を

職業とした者で移動の全くなかった者は，４６％で，約半

数は何らかの型で移動が行われている事を示しており，

漁業への専業化をめぐって，階層分解が進展した事を示

している。次に，三代目に於ける特徴として取上げなけ

ればならないのは，教育を指標とする移動である。

学歴別に分析すると，三代目においては，小学叉は高

等小学校卒が１２名で，約60％を占め，中学卒は３名で

14％，大学卒が４名で，約２０％その他専門学校卒１名

となっている。大学卒と小学卒で全体の８０％を占め，

中学卒は相対的に少い。小学卒と大学卒の実数での比率

を承ると，３対１となっている。

大学卒者の平均年令は38才であり，３０才から４２才の

間で分布している。卒業年度を考慮に入れれば，全員戦

後就業している郡になる。さらに二代目との比較を試る

と，父親の学歴は，旧制中学卒が１名いる他は(前述)全

部小学あるいは高等小学校卒業であり，二代から三代に

かけて学歴上の移動の承られない者６名，移動の承られ

る者１４名のうち，下向移動移動１名を除く，１３名中，

小学卒から高等小学卒への移動が５名，小学卒から，中

学卒への移動３名，高等小学卒より，専門学校卒の移動

が１名で，小学卒より高等小学卒への移動を考慮に入れ

ないとすると，上向移動率は，４０％となる。しかし，大

学卒者４名のうち父親の学歴は小学卒と商等小学卒で二

分されており，このグループはかなり急激な移動が

見られる。さらに．居住地に於ける居住年限を世代的に

分析すると，一世代を約３０年とし，四世代以上のもの

も含めて算出すると，平均で９０年以上に及んでいる。

学歴上の移動の激しい大学卒者グループの承に限定す

ると’４代以上になるものが，１名の他は３代が２名２

代が１名で，市議員全休との比較に於ては特に階住年限

の長いグループには属さなし､。これは，大学卒者グルー
ぢ

プは，概して，三崎の地の者でない家の出身者でありな

がら，学歴上の上向移動は，二代から三代にかけて階層

分解をもたらし始めた事を示している。

次に職業別分析を試みると，漁業関係従事者は、３分

の２に減少しており，新たに漁業に関連して来た者はみ

られなし､。又漁業から移動した者をケース別に分類する

と，会社役員となっている者は，父親が,事業に失敗し，

幻

市長秘書を経て，観光業界に入り，現在に至っており，

薬局及び不動産業を営んでいる者は，父親が海産物問屋

をしていたが，分家して自営している。その他職業移動

がこの世代でふられるのは，農業から自営業主へと移動

がみられるケース，又会社員の父親から，食堂経営に移

った者及び，石油会社経営の父親から漁具商へ移ったケ

ース及び，農業から小売業へ移ったケース，半農半漁か

ら純漁へ移ったケースであり，分家して職業を変えた事

を示している。兼業農から純農業に移動した者は，元来

純農に近かったものが変化した例であるので，除外する

と，職業的に世代間の移動が見られる者６名の内分家に

よるのが５名で大部分を占めてし､る。さらに移動の承ら

れないものについてゑると養子の１名を除いて全部直系

長男である噸が解る。この世代では、分家による職業移

動以外には,ほとんど移動が見られなくなって来ており，

二代目に比較すると，職業移動の移動率は，非常に低く

なっている。これは，職業移動における安定性が確立さ

れて来ている事を示している。前述したように三代目に

於ける学歴に承る教育を指標とする移動に於て，大学卒

者をめぐって新らしい動因をもたらしつつある。本論に

於ては,三代に渉る推移がとり上げられるが,調査の目的

からして四代の分析へと進められるはずである。又本論

では，今後の手がかりの承を記するに止める。三代第一

子をとって承ると，大学卒は21％であり，高校卒は57％

で，中学卒は０で，高小卒及び水産学校卒が各食６％に

満たない。高校在学者及び卒業者の平均年令は25才で，

大学卒者のそれは，２１才である事からして，高校卒と大

学卒の年代的な差をその学歴上の差に結びつける事は困

難のようである。

三代目との比較を試みるならば，商校卒が期大して来

て，四代ｕのそれは，三代目の高等小学卒者の輩出率に

匹敵している。

、進学予定は，木人の能力にもよるが，両親の希望を十

分に考慮する必要があると考えられるから，この分も含

めると在学中の者全員が大学まで進学予定になってい

るので，大学進学者の率は，３９％となる。次に長男の承

をとってみあと，進学予定者を含めて，大学進学淵．（大

卒を含める）は，５３％であり，高校卒は，３５％となる。

この世代での分析が未知数を含んでいるとはいえ，教育

を指標とする階閣移動は，大学進学を希望されている者

の父親が，８割方大学出であることからして，三代から

四代にかけて．大学卒をめぐって，その移動を高める事

になると考えられる。

学歴に見る，社会移動を概観してみるに,二代に於て，

Ｉ

’
’

』
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インタビューによる質問紙法の併用によって，各議員

が選択する規準に従って，順位別に選ばれた７名の有力

者をランクづける。まず，党派別の選択を見ると，党派

別議員数分布偏差を考慮に入れて分析すると，第２表の

ようになる。総得点を桁数に換算してみると，すでに各

党派別人数の修正を終えてあるにもかかわらず，保守派

は７２％を占め，中立派は議員数と大体一致しており．

革新は，実力者数分布で，約半分しか輩出されないで留

まっている。この事は，保守派議員の権力分布は，議員

輩出数を３割方上回る事を示している。次に選択規準を

考慮に入れないで判定者数の２５％に該当する上位から

四番目までを分析すると，被選択者数で,全体の５９％を

占め,順位に従って比重をつけると，得点で全体の６５％

を占める。又これらは，全員保守派で，いずれも三期継

続している。職業は３名が漁業で，１名は会社役員であ

る。上位４名の得点数は全体の６５％・判定者数で，約

６０％を占める。

上位10名についてみると，保守派が７名，中立派が

２名革新１名となっており，上位１０名の総得点は全

体の９４％，判定老数でも全体の９３％を占める。しかし

上位１０名中の保守派議員の総得点は全体の７８％中立派

が１５％革新が８％となっている。判定者数では保守派

が７４％中立派が１６％で革新が１２％となる。上位有力

者の得点数と，判定者数の分布のずれは,保守派の場合，

上位４名についても、上位１０名までの場合にも得点

数分布の方に偏差が承られる。これは、権力分布が保守

派議員に集中する傾向のある事を示している。

次に，判定規準についてみると，政策提出過程及び政

治決定での発言力，実行力，等を含む，政治権力を規準

にした者が63％，市議員の政治家としての職業意識を規

製とした者２５％，地域代表及びその他の規準を挙げた者

各を６％となっており，政策決定に於ける政治権力を規

準とするものが大半を占めている。政治権力を規準とし

た判定を再構成して承ると順位の入れ代るものは順位で

４番と５番及び６番と７番９番と１０番であるが，得点

数及び被判定者数を考慮に入れると，その差を考慮する

必要がないと考えられる。この場合，上位４名について

は，全員が保守派で，全得点数の約７０％，判定者数で

６３％を占めている。１０位までをとると、保守派が，得

点数で８８％，判定者数で９０％を占め，中立派は，得点

で９％判定者数で１３％を占めており，判定規準を考慮

に入れる場合とそうでない場合についての有力者判定に

は，それ程大きな差は承られないが，政治権力の承を規

準として，判定すると，革新系の拾頭する余地は全くな

社会学研究科紀要4８

小学卒が約８０％を占めていたのに対して，三代では，

底辺での階層分解が進承，小学卒，高等小学卒，中学卒

で全体の７５％を占めるに至った。さらに四代では，高

校卒及び大学卒によって，全体の８８％を占める事が予

想される。しかし，第一子のみと長男のみとの比較に於

ては，大学卒と、高校卒との比重は逆転しており，大学

出の輩出率は後者の方が商くなると予想される。

第１表２～４代にみる学歴構成
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以上染て来たように，四代に渉る推移に於て職業の階

層移動は,二代に於て強く鋤らき，教育の階層移動は,三

代に於て，底辺の階層分解と，上向移動，さらに'上層に

飛躍する少数の階層の拾頭によって、複合的階層分解を

示し四代に於ては全般的上向移動が予見せられる。これ

は，職業階層と教育を指標とする階層との移動率から承

た時期上のずれを明らかにしておりこのずれは，諸要因

を見当して承ると,両社会階屑に於ける時間的ずれ(time

lag）がもたらされていると考えられる。

この点から，分析を進める上で、この階層移動の要因

と，ずれを解明するに当って，さらに次節に引継がれる

べきである。

(2)権力構造に見る政治的リーダーの社会的条件

本論で取扱われる権力柵造の分析は分述したように政

治学的な分析の為ではなくして，社会的移動分析の過程

に於て，現時点での実態を水平的に分析し’そこから新

たに再編成される枠組をもって垂直的分析への再構成の

インパクトを与える役割を果すよう試承られている。
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第２表市議会議貝の政治的有力者判定
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いといってよい。しかし次に選挙時に於ける得票数を考

慮すると，上位１０名中で得票数別順位で上位10番に入

るものはわずかに４名で，いずれもその４位以内には入

って1,,ない(第３表)｡得票別順位10名をとると、保守派

は４名で中立派３名革新２名その他１名となっている。

昭和３８年選挙時に於ける党派別得票数の分布は，保守

派51％中立派19％革新19％その他11％であり，一人

当り得票数は，各々711票709票887票となっており、

革新系議員への集中が進んでいると考えられる。このよ

うな得票数にみる分布が，権力構造の中にそのまま作用

しているような傾向は現時点ではみられないと考えられ

る。

第７号１９６６

次に立候補者の動機についてみると(第４表)，職業上

の理由組合又は公職上の理由によるものが３６％で，

地域からの推薦及び個人的理由が各為１６％を占める，

党の推薦及び家族からの影響は,各々８％となっている。

立候補の動機は，かなり分散しているが，地域からの推

薦と職業上の理由及び組合又は公職上の理由に加えると

94％になる。次に，三浦市制施行後の三期に渉る選挙に

於ける当選者の移動を象ると，一期から二期にかけて２９

名中１２名が交代しており，二期に出てこない者１３名死

亡せる者２名，得票数で１６，１７位の者以外は全部二期

に立候補もしておらずしかも一期に於ける得票数別順位

で１８位以下のものである。一，二期連続して当選して

いるもののうち得票数順位の移動は，上位移動している

もの４名下位移動してし､るもの１２名移動しないもの１

名であり、平均して３位程下っている。一期のもののう

ち、得票数も高く二期に出馬していないものが４名いる

が，前記の死亡者２名を除くと２名共票を移譲している

ケースと考えられている。二期から三期への移動は，三

期から定員が24名になった事から多様性を帯びてくる。

二期から続いて三期に出馬していない者１６名の内落選

したものが４名で，いずれも，二期に於ける得票数は，

１名が１７位の他，いずれも２５位以下であり，定員数の

６名減少によって，二期に於ける得票数順位からすると

妥当な確率を示している。二・三期連続出馬し当選して

いる者１４名の御票別順位の変化をみると，上位移動し

ているもの６名，下位移動している者７名，移動しない

者１名となっており,平均で２位程上位移動しているが，

二期でのそれと比較すると，三期では得票数順位にふる

分化をよゑ取る事が出来る。さらに三期で新たに当選し

た者１０名の内，二期のそれと比較して，御票数順位に

みる連続性は，薄らいで来ている。さらに，情報通の三

浦市役所役職職員のインタビューによればこの１ｏ名中

８名が，明確に二期のもので三期に立候補していない者

の票の流れを受けていると考えられる。この８名につい

てゑると，バックになる者との関係で，職業的に同種に

属するものは５名，異業種間の譲渡は３名であり，地域

別に承ると,全員同一地域に各々属している事がわかる。

これを相関させると，同一地域で同業主問の譲渡が高い

比率を占める事を示している。

又三期のもので四期日の出馬について明確に立候補を

予定していないと表明している者２名について承ると，

県議への立候補を考処してしる者と，すでに，政治的活

動の実益が意味をなさず，本業へのマイナスになり始め

て来ていると考える者の２名が挙げられるが，後者は，

第３表上位有力者の政治的条件
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地域社会に於ける 政治的リーダーの階層的特質５１

市議貝として,後援者及び図体・地域への貢献度に於て，への111馬を考慮していると考えられて１，､る。又この場合

全く役に立っていなし､と考えている例外的なケースで、も職業が漁業関係である事も無視されてはならない。

この場合，当該者が，右力者筆頭にあげられ，得票数で後者は前述したように，職業的理由から漁港問題，

も三期を通じて，上位を占めていたにも拘らず，職業的漁市場問題を推進した'‘､考えである。この２者に表わさ

利害から言うと，政治に於ける，精神的物理的努力に比れているように，政治は，一つのステップであり，職業

較して、かなり奇味のうすいものとなっている事が表示的利害関係を通じて，市の行政的発展を促すという視点

されている。政策面で,力を入れている事項については，に立って，段階的にふまえて行くというケースを展型的

漁業関係が３３％文教関係が２０％農業関係と，地方日に示している。

治体の政治的合理化が各々１０％その他は不明であり，次に，市議会議員以外の市政への有力者を順位別に挙

漁業関係のうち，漁港整備漁市場建築を表示しているもげてみると(第５表)，判定者数で，上位３名が６６％を

のが，７割を超えている。この点前記の２名のうち前者占め，これが得点数でも全体の７４％を占めている，職

は，この問題の解決は，地方自治体の財政問題からして業的分布では，漁業関係が全体の６４％を占めている。

県行政に於て行われるべきで，そのような背景から県議得点数と判定者数との比率は２倍弱であるのに，上位２

第５表三浦市議会議員以外の市政への有力者

:|§|§|§'8 '&昨い'&'品剛姻灘|”※

２ 【)’２６

ｊＩｕｌＭ漁恋

61Ｐ永箆

黒会議員，沼
豊漁通全長

顕二子Ｈ

註：３名の判定に当っては順位をつけてあり，各全第１位を３，２位を２，３位を１点としてウェイトづけした。

職業欄は人事興信録第２３版，神奈川年鑑６６年版にて補転戦。

〆



名をとってみると，各為２．４．２．６倍となっており権力

の集中度の高さを示している。特に一位の者の権力は，

全体の分布からみても，かなり高く評価されていると考

えられる。一般的に言うと，直接的にも間接的にも，漁

業関係者の政治への影響力が強く,農業関係者で,政治力

を持つ者等は全く見当らない｡現時点で市政を動かす，

権力構造の中心をなすのは，漁業をめぐって表裏の連続

的相互依存関係を温存しながら，その配分が，決定され

ていると考えられよう。

ロ 一－一一一－-－－－－．－－－－－ マ

６

5２ 第７号１９６６

の打破，又それをめぐる若手の世代的な発言力の増大，

行政体の拡大等をテーマとしている事も重要である。

三浦市に見るような遠洋漁業の比重が高い所では，漁

業経営が近代化し，大規模化すると，それに伴って，施

行される公共投資も，一地方自治体の枠内では解決され

なくなって来ている。行政体の拡大によって発展的に解

決しようとすれば，単一な職業的判害の象主張する事は

相対的に不可能になって来る。この点で漁業をバックに

する政治的リーダーはジレンマに陥入る。その点から二

つの現象が導き出される。これまでの政治的権力を獲得

するパターンに於ては特に漁業を中心とした職業的利害

関係（それは世代的により強固なものへと発展して来た

という背景を踏まえて）に於ける保守的条件が支持され

て来たが,一方で,一定の政治権力から一度離れて，これ

を陰で操る立場に移りながら，自己の職業に熱を入れる

タイプが現われる。これは，さらに地方行政体を超えて

具体的には県議等への出馬する者との関係と同時に地元

に於ける政治権力への関係とを同時に持つ場合もある。

その反面，相対的に没落する階層も又，組合地域を通じ

て、ある場合は保守的に叉ある場合は革進的な要求が表

裏をなしてなされる。この場合は単に自己の職業に於け

る生存権をのみ;L保持しようとする行動によって支えられ

るといったタイプが見られる。すでに見て来たように，

社会的権力は，生得的な家族に於ける職業によって導き

'11される社会的地位によって強く支配されるが，社会的

条件の変化に伴い獲得された職業を土台に固定化する

ものであれ移動するものであれ，それが新たな位階制に

於て受ける社会的階層での上向が，権力構造に於ける，

地位を媒介にして，再び職業階層での上向移動を促し，

社会的富のより大きな獲得がもたらされるか，叉は，同

様な下降が，その富の獲得の機会に対する相対的没落の

保持を意図するものであれ，社会的権力をめぐる諸条件

は常に．職業的利害によってもたらされる社会的地位の

変動を支える職業階層に環元されると考えられる。但し

一般的には教育をめぐる社会移動も同じ範嚇に属すると

考えられるが，この一小事例に於ては．職業階層程仁は

大きな比重を持っていないと言える。

社会学研究科紀要
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４．結びにかえて

三浦市に見る政治的リーダーを世代論的に分析する

と，現段階までは，職業的な重承から解放される事は困

難のようである。政治集図への参加が，地域的な利害関

係から，代表として，期待される場合に於ても，地域的

特性が職業的性格にかなり強く結びついている場合が多

い事からそれが積極的意味を持つにしる消極的意味に

しろ，職業的利害関係に対する，保守的立場を維持しよ

うとする形で参加が可能となっている。又これを個人的

な立場からするならば,第一次産業に従事する者の場合，

農業では，土地所有をめぐる諸問題と地域開発の動向と

は，表裏をなしており職業的安定を求める事が家の存続

にも結びついており．地域的な諸問題とも関連して，少

く共政治集図への参加は最底限度なされなければならな

い。漁業関係の場合は，企業の性格からして，港湾・魚

市場・輸送施設，道路等公的依存度が高く，それなくし

ては．職業的利害も考えられない事からして，当然その‐

政治的リーダーシップを御ようとする訳だが，この場合

は，かなり直接的にしかも確率の高い政治性が要求され

る事からして，職業的利益集図を代弁するべく政治的行

動が規定される必然性をもつ，個人的利害は，企業と，

それの置かれている条件に位置づけられているので，漁

業の場合最も強く承られるようである。しかし職業の保

守的性格は，それ自身の中に内在しているものだけでは

説明がいかない。三代にみる政治行動では，すでに，漁

業関係の最も有力なものの中から，三浦市に於ける政治

への参加を否定しようとする者が出始めている。叉漁業

への依存度が低く地域開発が進展しつつある地域の者及

び，観光業をバックにしている者は，漁業中心の市政に

対して地方自治体としての三浦市の行政的拡張を望んで

おり，より大きな観点から，地域開発が行われるべきだ

として，封鎖的な政治構造を批判している。又大学出の

４名についてふるといずれも三浦市の発展は，観光を中

心とした地域開発，漁業の保守的な現状維持の承の政治

１
１

本論は修士論文に於て研究された、教育と社会移動を

テーマにした系譜に従ってなされた事例研究の一部を概

略的にまとめたものである｡紙数の関係からして,調査の

全般に渉って分析する事は不可能であったので，図表も

出来るだけ省略する事にした。記述も概略的に止めた所

がある｡深くお詑びしたい｡終りに調査に常に協力を借し

－Ｆ『
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まなかった三浦市議会部務局の方々，さらに市議会議員

諸氏特に市議会議長町田与助氏に感謝する次第である。
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